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○○  漁漁船船再再保保険険勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                    （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

再保険料 0（—） 漁船保険組合からの漁船保険等に係る再保険料収入見込

額 

一般会計より受

入 

   73（▲1） 漁船損害等補償法に基づく保険料国庫負担金の財源及び

事務取扱いに必要な人件費、事務費等の財源の一般会計か

らの受入見込額 

前年度繰越資金

受入 

10（▲1） 未経過の再保険期間に対する再保険料として前年度から

繰り越される資金の受入見込額等 

積立金より受入      1（＋０） 再保険金等の財源に充てるための積立金からの受入見込

額 

雑収入      0（▲0） 財政融資資金への預託金の利子収入見込額等 

合合計計  84（▲2）  
 

（歳出） 
 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

漁船再保険費及

交付金 

   68（▲2） 漁船損害等補償法に基づく保険料国庫負担金の漁船保険

組合への交付や再保険金の支払等 

事務取扱費業務

勘定へ繰入 

6（▲0） 

 

漁船再保険事業に係る人件費、事務費等に要する財源の業

務勘定への繰入れ 

予備費  1（—） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 74（▲2）  

○○  漁漁業業共共済済保保険険勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                   （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

保険料 0（—） 漁業共済組合連合会からの漁業共済保険に係る保険料収

入見込額 

一般会計より受

入 

104（▲0） 漁業災害補償法に基づく共済掛金国庫補助金の財源並び

に事務取扱いに必要な人件費及び事務費の財源の一般会

計からの受入見込額 

前年度繰越資金

受入 

   36（＋16） 未経過の保険期間に対する保険料として前年度から繰り

越される資金の受入見込額等 

雑収入 0（—） 財政融資資金への預託金の利子収入見込額等 

合計 140（＋16）  
 

（歳出） 
 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

漁業共済保険費

及交付金 

103（＋1） 漁業災害補償法に基づく共済掛金国庫補助金の漁業共済

組合連合会への交付や保険金の支払等 

事務取扱費業務

勘定へ繰入 

1（▲0） 漁業共済保険事業に係る人件費及び事務費に要する財源

の業務勘定への繰入れ 

予備費 1（—） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 105（＋1）  
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○○  業業務務勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                      （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

他勘定より受入    145（▲8） 人件費、事務費等に要する財源に充てるための各事業勘定

（国営土地改良事業勘定除く）からの受入見込額 

雑収入 0（▲0） 不動産の貸付料収入見込額等 

合計 145（▲8）  

 
（歳出） 

 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

事務取扱費 143（▲8） 事務取扱いに必要な人件費、事務費等 

予備費  2（—） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 145（▲8）  

○○  国国営営土土地地改改良良事事業業勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

一般会計より受

入 

62（▲7） 土地改良工事に要する経費の財源に充てるための一般会

計からの受入見込額 

土地改良事業費

負担金収入 

97（▲20） 国営土地改良工事に必要な経費のうち、道県が負担する負

担金の受入見込額 

借入金 10（▲2） 土地改良工事に要する経費の財源に充てるための財政融

資資金からの借入見込額 

前年度剰余金受

入等 

2（▲1） 前年度の決算上の剰余金及び雑収入見込額 

合計 171（▲30）  
 

（歳出） 
 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

土地改良事業に

必要な経費 

63（▲4） 国が施行するかんがい排水事業（6 地区）及び総合農地防

災事業（2 地区） 

土地改良事業工事

諸費に必要な経費 

11（▲4） 国営土地改良事業に必要な現場事務所の人件費、事務費 

土地改良事業費

負担金等収入一

般会計へ繰入 

19（▲25） 土地改良事業費負担金収入の一般会計への繰入れ 

東日本大震災復

興土地改良事業

費負担金等収入

一般会計へ繰入 

０（皆増） 土地改良事業費負担金収入の一般会計への繰入れ 

東日本大震災復興

土地改良事業費負

担金等収入東日本

大震災復興特別会

計へ繰入 

２（皆増） 

 

土地改良事業費負担金収入の東日本大震災復興特別会計

への繰入れ 

国債整理基金特

別会計へ繰入 

74（＋2） 借入金の償還の支払財源に充てるための国債整理基金特

別会計への繰入れ 

予備費 2（▲1） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 171（▲30）  
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＜＜農農業業再再保保険険勘勘定定＞＞  

農業再保険勘定における剰余金は、86 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

家畜共済の疾病傷害共済で掛金負担の少ない補償内容を選んだ農業者が想定よりも多かった

こと等により、農業共済組合連合会等交付金を要することが少なかったこと等によるものです。 

その詳細は、予算措置において翌年度に繰り越すべき未経過再保険料 22 億円があるほか、農

業共済組合連合会等交付金に係る不用額 31 億円等です。 

（剰余金の処理の方法） 

剰余金から未経過再保険料及び支払備金に相当する金額として75億円を差し引くと歳入歳出

の差額は 11 億円です。 

特別会計法第 134 条第 1 項の規定により積立金として 11 億円を積み立て、未経過再保険料

及び支払備金に相当する金額として 75 億円を特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の

歳入に繰り入れることとしています。 

  

＜＜漁漁船船再再保保険険勘勘定定＞＞  

漁船再保険勘定における剰余金は、49 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

歳入において、令和元年度において保険事故が少なかったことにより、予算上見込んでいなか

った前年度剰余金受入があったこと、歳出において保険事故が少なかったことにより再保険金を

要することが少なかったこと等によるものです。 

その詳細は、前年度剰余金受入 20 億円のほか、再保険金に係る不用額 18 億円等です。 

（剰余金の処理の方法） 

剰余金から未経過再保険料及び支払備金に相当する金額として 9 億円を差し引くと歳入歳出

の差額は 40 億円です。 

「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」（平 23 法 40）第

34 条第 2 項の規定により令和３年度特別会計予算予算総則で定める金額 20 億円を一般会計に

繰り入れ、未経過再保険料及び支払備金に相当する金額 9 億円と残額 19 億円は、特別会計法第

8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入に繰り入れることとしています。 

 

＜＜漁漁業業共共済済保保険険勘勘定定＞＞  

漁業共済保険勘定における剰余金は、27 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

歳入において未経過保険料の受入が多かったこと、歳出において漁業共済組合連合会交付金を

要することが少なかったこと等によるものです。 

その詳細は、未経過保険料受入 19 億円のほか、漁業共済組合連合会交付金に係る不用額 4 億

円等です。 

（剰余金の処理の方法） 

剰余金から未経過保険料及び支払備金に相当する金額として 144 億円を差し引くと 117 億

円の不足が生じました。この不足金は、補足すべき積立金がないので繰越損失となります。 

 

＜＜業業務務勘勘定定＞＞  

業務勘定における剰余金はありません。 

なお、不用額が 6７億円生じていますが、これは事務人件費等が予定より少なかったことによ

るものであり、その際、この財源に充てる資金受入（各事業勘定からの受入）も同額減少するこ

とから、剰余金は生じないことになります。  
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＜＜国国営営土土地地改改良良事事業業勘勘定定＞＞  

国営土地改良事業勘定における剰余金は、11 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

事業計画の変更に係る地元関係機関との調整が難航したことにより、年度内の工事完了が困難

になったこと等によるものです。 

その詳細は、土地改良事業費に係る翌年度への繰越額 7 億円、不用額 23 百万円等です。 

なお、土地改良事業費に係る不用額が上記のほか 2 億円生じていますが、これは事業計画の変

更等により、土地改良事業費等が予定より少なかったことによるものであり、その際、この財源

に充てる資金受入（一般会計より受入等）も減少することから、剰余金の発生にはつながりませ

ん。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法附則第 67 条第 3 項において読み替えられた特別会計法第 8 条第 1 項の規定によ

り、国営土地改良事業勘定の翌年度の歳入に繰り入れ、翌年度以降の事業費等の財源に充てるこ

ととしています。 

 

 

③③   積積立立金金等等  

積積立立金金（（農農業業再再保保険険勘勘定定））  

①①  積積立立金金のの残残高高                                                  （単位：億円） 

令令和和 33 年年度度末末（（予予定定））  
（（令令和和 33 年年度度予予算算））  

令令和和 22 年年度度末末  
（（令令和和 22 年年度度決決算算処処理理後後））  

令令和和元元年年度度末末  
（（令令和和元元年年度度決決算算処処理理後後））  

1,413 1,889 1,878 

②②  積積立立金金のの目目的的  

農業再保険勘定の財務の健全性の観点から、将来発生し得る通常の予測を超える危険が発生

した場合においても再保険金等の十分な支払能力を確保するため、毎会計年度の歳入歳出の決

算上剰余金が生じた場合には、再保険金等に充てるために必要な金額を、積立金として積み立

てることとしています。 

③③  積積立立金金のの水水準準  

令和 2 年度決算による積立金の金額を踏まえ、ソルベンシー・マージン比率を試算したとこ

ろ、約 117％となります。過去（平成 5 年度）には 4,000 億円を超える再保険金の支払いが

あったことを勘案すれば、積立金が過大とはいえません。 
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